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令和７年５月１２日 
品川区議会議長 
  渡辺 ゆういち 様 
 
                       総務委員会 
                        委員長  こしば 新 
 
 

総務委員会における所管事務調査の取組状況について（報告） 

 
 総務委員会では、所管事項の議案審査・報告事項の聴取のほかに、所管事務調査として、

「ＳＤＧｓ推進について」および「都市ブランディングについて」を調査･研究事項と決定

し取組みを進め、委員会活動の活性化を図ってまいりました。 

 これまでの所管事務調査の概要について、下記のとおりご報告いたします。 

 
１．ＳＤＧｓ推進について 

品川区のこれまでの取組みについて、区からの説明を受け、調査・研究を行った。 

 

【区からの説明の概要】 

本年度５月にＳＤＧｓ未来都市および自治体ＳＤＧｓモデル事業に選定された後、６月

から９月にかけて、提案内容を３か年の「ＳＤＧｓ未来都市計画」として再編成した。７

月３１日にはエコルとごしにおいて、内閣府自治体ＳＤＧｓ推進評価・調査検討会の委員

による現地訪問があり、計画の策定状況の報告と意見交換を行い、その際の意見なども踏

まえ、ＳＤＧｓ未来都市計画を策定し、区のホームページで公表している。１月以降に計

画事業の進捗状況を確認し、年度末に内閣府に報告する予定であり、令和８年度まで、内

閣府から進捗状況に関するヒアリングや助言等を受けながら、計画を推進していく。 

次の取組みとして、企業、地域で活動する団体や大学等の多様なステークホルダー間の

交流や情報共有を通じ、ＳＤＧｓの達成に向けた取組みの推進や、地域・行政課題の解決

を目的に、「しながわＳＤＧｓ共創推進プラットフォーム」を設置した。キックオフとな

る９月６日の交流会では、５０以上の企業や団体から１００人以上が参加し、地域交通政

策課、環境課、子ども育成課が、区の抱える課題について、プレゼンテーションを行った。 

次に、職員向けの取組みとして、官民共創の必要性を理解し、官民共創で課題解決を図

るきっかけをつくるため、全職員を対象にオンラインセミナーまた、階層別に対象を絞り、
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行政だけでは解決できない課題の抽出や発信の仕方を体験するワークショップを実施した。 

次の取組みとして、官民共創の基盤となる「しながわシティラボ」専用ホームページを

９月１日に立ち上げた。しながわシティラボは、区と企業・団体等をつなげ、社会課題の

解決を目指す官民共創のオープンイノベーションの仕組みである。課題解決の形式は、区

が抱える社会課題を提示し、企業・団体等から解決に資する技術、ノウハウ、アイデア等

を募集する「課題解決型」、区が企業・大学等へ新サービスの実証実験の場を提供し、新

たなソリューションを創出する「実証実験提案型」がある。課題解決型では、９月６日の

交流会で発信した３課の課題を掲載し、複数の企業・団体等から問合せや提案を受けてい

る。実証実験提案型では、「こどもが無邪気でいられる社会を創る」ことをミッションに

掲げ、オンラインの事前発注に基づき、家庭料理のテイクアウトサービスを提供するスタ

ートアップ企業の「株式会社マチルダ」を第１号として認定した。 

認定の経緯は、９月に株式会社マチルダから「しながわシティラボ」へ応募があった。

同社のサービスを利用することで、夕飯の献立、調理、片づけという家事負担が軽減され、

子育て世帯が親子で過ごす時間が増えるとともに、子どもや家族の食の選択肢が増え、子

育て世帯の食に関する課題解決につながるという提案であり、区としては、９月に開催し

た「こども会議」において、「家族と過ごす時間がもっとあるとよい」というような意見

があったことなどを踏まえるとともに、「しながわシティラボ」の事業実施の観点などか

ら総合的に判断し、認定した。１１月４日から１月３１日まで実証実験を行う予定で、区

は、大崎駅前の「夢さん橋デッキ」の提供を行う。 

その他の事業について、品川区こども会議は、ＳＤＧｓ未来都市の提案書において、子

どもの柔軟な発想をまちづくりに取り入れる取組みとして提案した。今年度、子ども育成

課・戦略広報課と協力し、タウンミーティング形式で２回行い、小学生や中高生から区の

課題や、住み続けたい魅力的な品川区にするための意見やアイデアをいただいた後、所管

と連携して、令和７年度の予算編成において、新たな施策につなげられるよう検討してい

る。 

次に、ＳＤＧｓ宣言制度は、ＳＤＧｓ達成に資する企業・団体等の取組みを発掘し、周

知することで、ＳＤＧｓの取組を促進させることを目的に６月より開始した。現在１５件

の宣言を「しながわシティラボ」専用ホームページに掲載している。 

ステッカーデザインについては、小学生から応募があった３６作品から１つを選定した。

完成し次第、ＳＤＧｓ宣言をした企業・団体等に発送予定である。ＳＤＧｓ宣言制度のさ

らなる周知を図り、区内のＳＤＧｓの推進を加速させたい。 

 

【各委員からの主な意見】 
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○区の課題の解決に資する実証実験については、積極的に行っていただきたい。 

○ＳＤＧｓの１７の目標の中で区の中心となる目標を決め、その達成に向けて、各部署

で連携して事業を展開させていただきたい。 

○実証実験について、継続や内容の見直しを判断する際には、実証実験を区で行うこと

の意義をよく考えた上で判断いただきたい。 

 

２．都市ブランディングについて 

品川区のこれまでの取組みについて、区からの説明を受け、調査・研究を行った。 

 

【区からの説明の概要】 

品川区を含めて、多くの自治体が展開してきたプロモーション施策は、利便性など客観

的な機能のＰＲ等が多く、自治体による一方的な面が強いことや、類似の機能を持ってい

る他自治体との差異がなかなか見いだしにくいなどの課題があった。 

品川区が今後も選ばれ続ける地域であるためには、品川区だけでなく、品川区に関わっ

ている方々を巻き込み、品川区の魅力を未来に向けて再構築して、品川区だから良いとい

う価値観を醸成していくことが必要であり、そのために都市ブランディングを進めていく。 

品川区が考える都市ブランディング戦略は、区が持っている価値を打ち出し、それに共

感した人々を巻き込むことで、品川区ブランドを浸透させ、区全体のイメージを高めてい

くこと。また、ブランドイメージを意識した上で、政策的な取組みや施策を各部署で実施

し、ブランディング活動を行うことで、区のブランドイメージを高めていくこと。また、

個別の領域の価値を個々に高めるのではなく、全てに共通する基盤の価値を品川区ブラン

ドとして底上げしていくことを考えている。 

都市ブランディングの推進に向けて、昨年度の区民調査における、都市ブランディング

で目指す未来の品川としてあがってきた、「赤ちゃんから高齢者まで、幸せと感じる優しい

街」、「障害を持っている人が活躍できるような街」、「様々なバックグラウンドを持つ人が

豊かに暮らせる寛容な街」、「多様性が認められて、自由に生きることができる街」などの

声をまとめて、「あらゆる人が自分らしく生きがいを感じ、それぞれの個性が尊重される寛

容で多様な街」を区民が描く未来の品川と設定した。区民が描く未来の品川の実現に向け

て、ブランディングの最前線で活用するものとして、ブランドメッセージとロゴを制作し

ている。 

ブランドメッセージやロゴは、各施策の中、また、区民に活用いただくことで、品川区

が目指す価値を広く伝えていき、それに共感した方々とさらに交流を生んでいくことで、

未来の品川が目指す姿である、「品川と関わる人たちに意欲と共感を生み出し、未来に向け
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た活動を活発化させる」ことを実現させ、品川区のブランド価値を高めていくことを目指

している。 

今後は、本年度３月下旬に都市ブランドデザインを発表した後、広報しながわ、ホーム

ページ、ＳＮＳでの情報発信、区の事業・施策への活用、ノベルティグッズの作成などで、

都市ブランドの浸透を目指していく。 

 

【各委員からの主な意見】 

○都市ブランディングを推進させるため、総合実施計画に実施計画事業として記載し、

計画的に進めるよう検討いただきたい。 

○都市ブランドデザインの発表の際には、品川区が目指す未来の姿について、区民や品

川区に関わっている方々に伝わるよう、伝え方を工夫していただきたい。 

○区民や品川区に関わっている方々の理解や共感が得られるような品川区ブランドを構

築していただきたい。 

 

（参考） 所管事務調査 実施状況 

 

実 施 日 調 査 内 容 

令和６年７月２日 所管事務調査項目決定 

行政視察 

令和６年１０月３０日～ 

令和６年１１月１日 

所管事務調査項目に関連し、下記項目を調査・研究 

 ・富山市役所：ＳＤＧｓ推進の取組みについて 

 ・長野市役所：都市ブランディングについて  

令和６年１１月２６日 「ＳＤＧｓ推進について」 調査・研究 

令和７年１月２０日 「都市ブランディングについて」 調査・研究 



1 
 

令和７年 5月 12 日 

品川区議会議長 
  渡辺 ゆういち 様 
 
                       区民委員会 
                        委員長  高 橋 伸 明 
 
 

区民委員会における所管事務調査の取組状況について（報告） 

 
 区民委員会では、所管事項の議案審査・報告事項の聴取のほかに、所管事務調査として、

「創業・スタートアップ支援について」および「デフリンピックの啓発について」を調査･

研究事項と決定し取組を進め、委員会活動の活性化を図ってまいりました。 

 これまでの所管事務調査の概要について、下記のとおりご報告いたします。 

 
 
１．創業・スタートアップ支援について 

創業・スタートアップ支援に関する品川区の取組について、調査・研究を行った。 

 

【調査項目の概要】 

⑴創業支援施設の運営について 

品川区では、産業支援交流施設、４つの創業支援施設および産業文化施設の計 6 つの産

業関連施設を管理・運営しており、各施設間の連携も図りながら、セミナーや交流会、専

門家相談、助成金の活用支援などを進めている。 

各施設の特色として、品川産業支援交流施設（ＳＨＩＰ）は、イベントホールや貸しオ

フィス、３Ｄプリンターを配置した工房があることが特徴である。西大井創業支援センタ

ーは、貸しオフィスの運営のほか、学生を含む起業セミナーや交流イベントを実施してい

る。武蔵小山創業支援センターは、女性の起業の後押しをコンセプトに、貸店舗スペース

を提供するチャレンジショップの運営や、女性を対象としたビジネスコンテストを行って

いるほか、施設内のコワーキングスペースで会員が活動している。広町工場アパートおよ

び天王洲創業支援センターは、それぞれ、貸しオフィス等を提供している。五反田産業文

化施設は、今年度オープンし、大型のイベントホールとギャラリーを運営している。イベ

ントホールは会議や催事のほかコンサート等にも利用でき、ギャラリーは地元区民の集い

資料No.２２



2 
 

の場としても利用でき、品川産業支援交流施設のイベントホールとの相互連携を図りなが

ら運営している。 

 

⑵スタートアップ・エコシステムの構築について 

スタートアップは、一般的に革新的な技術やサービスをベースに、創業から短期間で成

長していくことを考えている企業やビジネスを指しており、所得や雇用等の経済効果に加

え、新たな社会課題を解決する主体としても期待が高まっている。 

品川区では、これまでも五反田バレーとの連携や、大手企業、金融機関などとのマッチ

ングなど、スタートアップ支援に取り組んできたが、支援体制をさらに強化する中で、中

小企業や大手企業、町会、商店街など、地域の多様な参画主体を巻き込んだエコシステム

の構築を目指している。 

このスタートアップ・エコシステムを通じて、起業家たちが、専門家や先輩起業家から

助言・指導等を受けて事業成長を図り、その後に後輩起業家を支援する循環が続いていく

こと等もねらいとしている。また、この取組みは、スタートアップだけでなく、区内の大

企業、中小企業、金融機関や大学などを含め、地域産業の更なる発展につなげていくこと

が必要である。また、区では、このスタートアップ・エコシステム構築を進めるに当たり、

「ものづくり」、「商業・サービス」、「教育・子育て」の３分野を重点テーマに位置づ

け、それぞれスタートアップと連携しながら、区の独自性や特長を意識した取組みを推進

していくこととしている。 

本事業の進捗については、まず、７月にＳＨＩＰで、五反田バレーの会員や創業支援施

設の入居者等を対象に、プレイベント(周知イベント)を開催するとともに、８月には五反

田産業文化施設でキックオフイベントを実施、９月には、スタートアップ約２０社と大手

企業７社との個別相談会を行った。さらに、10 月には「ものづくり」をテーマにした大手

企業とスタートアップのマッチングや、福岡市との連携イベント、11 月には五反田地域の

大企業、中小企業、大学、スタートアップ等を招いた交流会、1月には仙台市との連携イベ

ント、2月には「商業・サービス」をテーマにした大手企業とスタートアップとのマッチン

グや、東京都との連携イベントなど、幅広い関係者の協力を得て、連携を拡大している。 

また、本事業の情報発信のため、品川のＳとスタートアップのＳを掛け合わせたロゴを

作り、ステッカーを配布したほか、ロゴがプリントされたＴシャツをスタッフがイベント

中に身に着けることで参加者への周知・浸透を図りつつ、ブランドの構築に取り組んでい

る。さらに、専用ホームページも作成して、これまでの取組み状況や今後のイベント予定

などを積極的に発信している。 
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⑶スタートアップ支援について 

スタートアップ支援の取組みについて、主なものを５つ紹介する。 

まず１点目は、五反田バレーアクセラレーションプログラムで、五反田バレー企業や金

融機関・事業会社等の協力を得ながら、創業間もない企業や起業予定者を対象に、成長加

速のための専門講座を実施している。この事業は令和２年度から実施しており、今年度は、

２０者が新たに受講した。 

２点目のスタートアップアドバイザー（アドバイザリーボード）事業は、スタートアッ

プが抱える課題に対して、領域に応じた専門家をマッチングし、個別相談により課題解決

を後押しするもので、五反田バレーで成功している先輩起業家や大手企業がアドバイザー

として名を連ねており、令和 6年度は約 70 件の相談があった。 

３点目のウーマンズビジネスグランプリは、武蔵小山創業支援センターが実施しており、

女性ならではの課題解決の視点が盛り込まれたビジネスプランコンテストで、令和 6 年度

は全国から 90 件の応募があり、書類審査と面接審査を通過した８名のファイナリストが登

壇してプレゼンを行っている。 

４点目のウーマンスケールアッププログラムは、事業成長に伴う会社の組織化や更なる

事業拡大を目指す女性起業家への連続講座で、令和 5 年度から実施しており、令和 6 年度

は 14 名が受講した。 

５点目のアントレプレナーシップ教育プログラムは、令和 6 年度の新規事業で、小学４

年生から中学３年生を対象に、今後の起業マインドを学ぶための啓発講座を、西大井創業

支援センターで開催した。この講座は子どもの夏休み期間に合わせ、７月・８月の土曜日・

日曜日を利用し、全３回の講座を実施した。対象人数は３０名であったが、応募総数が７

０名を超えるほどであった。 

区では、これらのスタートアップ支援を通じて、女性や若者なども含む多様な方たちの

チャレンジを積極的に応援していく自治体として、今後も幅広い支援施策を推進していく。 

 

【各委員からの主な意見】 

 ○開業時の支援として、空店舗の活用を含めた家賃支援の区独自の取組を実施されたい。 

 ○ＳＮＳ等の情報発信ツールも活用しながら、区内向け、区外向けともに事業の周知・

啓発を強く進めるとともに、起業を目指す方にわかりやすい周知に努められたい。  

○教育委員会との連携や産学官連携を行い、小・中学生への教育に力を入れるとともに、

アントレプレナーシップ教育プログラムのより一層の拡充を図られたい。 

○スタートアップ企業と地域をつなげる取組を実施するとともに、交流会やセミナーだ

けではない、実を取ることができる事業を実施されたい。 
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２．デフリンピックの啓発について 

デフリンピックの啓発に係る品川区の取組について、調査・研究を行った。 

 

【調査項目の概要】 

 東京２０２５デフリンピックの開催に伴い、デフリンピックの認知度向上と聴覚障害の

理解促進を図り、共生社会の実現に寄与することを目標に、スポーツや文化を通したきっ

かけづくりとして、文化・スポーツイベント等において、障害の有無に関わらず一緒に参

加して混ざり合っている状態を目指し、啓発を行っている。 

デフリンピックの認知度は、令和３年の調査では、全国で１６.３％と低く、これを受け

て、区では、令和４年度の啓発パネルの作成および展示から啓発事業を開始している。イ

ベント等での啓発を開始した、令和５年度には、「デフスポーツ日本代表強化合宿交流」と

「デフスポーツ＆アートフェア」の２つの事業を実施した。 

１点目の、「デフスポーツ日本代表強化合宿交流」では、デフサッカー日本代表の強化合

宿が天王洲のグラウンドで行われたことに伴い、エキシビションマッチの実施や日本代表

選手との交流等を行った。７月の暑い時期であったが、約６００名の観客が集まり、障害

の有無に関わらず、一緒になって日本代表を応援している姿が見られた。 

２点目の、「デフスポーツ＆アートフェア」は、アイルしながわで実施し、延べ約１,６

００名が来場された。デフスポーツ体験コーナーでは、デフバスケやデフサッカーの日本

代表選手に来ていただき、多くの子どもたちに体験いただいたほか、品川区では初となる

オンテナの体験コーナーでは、音に合わせた振動と光の体験を一緒に楽しむ様子を見るこ

とができた。このほか、手話をモチーフにした壁面アートのワークショップでは、子ども

から大人まで様々な方に参加いただいた。 

こうした取組みを通じ、イベント来場者は関係者が多く、認知度向上には、スポーツ等

の興味が薄い人への認知度向上が必要であること、また、デフスポーツは、通常のスポー

ツとの違いが一見では分かりづらいことが課題点となったため、令和６年度は、他のイベ

ントと併催することで、スポーツ等に興味が薄い人も参加しやすい環境に変更した。１０

月に実施した、デフサッカー日本代表のエキシビションマッチは、水辺の観光フェスタと

同日に開催し、約１,０００名が来場された。また、１１月に実施した「デフスポーツ＆ア

ートフェア」は、文化イベントあつまれ！えばらと同時開催し、アリーナには６００名ほ

ど、ひらつかホールには１６０名ほどが来場された。このほか、他部署との連携も強化し、

文化観光戦略課との連携では、ろう者による写真展、ろう者が参加したしぼり染めワーク

ショップや餃子販売を実施するとともに、障害者支援課との連携では、手話体験コーナー

などのデフリンピック啓発ブースを品川区聴覚障害者協会とともに出展いただいた。 
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もう１つの課題であるデフスポーツの違いの可視化については、その場の音を擬音とし

て画面に表示し、聞こえない人にも試合の臨場感を味わってもらうことができる、ミルオ

トの体験コーナーを実施した。このミルオトは、東京デフリンピックでの導入を目指して

おり、今回の体験コーナーにおいても多くの方に興味を持っていただいた。 

このほか、令和６年度の補正予算を活用し、事業を行った。まず、「区公式デフリンピッ

クサポーターの任命・活用」では、区が任命したサポーターにイベントでの啓発や、ＳＮ

Ｓでの発信を行っていただいている。特に明晴学園には、イベント告知動画を作成いただ

き、デフサッカー日本代表との交流戦や、デフスポーツ＆アートフェアの告知を行った。

また、「デフリンピック啓発ブース展開」では、区民まつり等での出展を行ったほか、「工

事仮囲いに手話アート設置」では、文化観光戦略課と連携し、工事現場の仮囲いに手話を

モチーフとした作品を展示し、街中でも啓発を行った。 

今後の展望としては、デフリンピック本番に向け、外部団体や他部署との連携をより強

化し、さらなる普及啓発を行い、聴覚障害の理解促進に努めていきたいと考えている。ま

た、デフリンピック大会終了後も、パラスポーツの啓発活動と併せて事業展開し、障害の

有無に関わらず、誰もが一緒に参加できる機会を創出し、インクルーシブな社会の実現に

向け、文化とスポーツの両面から寄与していきたいと考えている。 

 

 

【各委員からの主な意見】 

○広報しながわでの特集記事掲載や東京２０２０オリンピック・パラリンピック時に実

施していた庁舎壁面アートを実施し、更なる普及啓発に取り組まれたい。 

○他部署との連携については、障害者支援課だけでなく、補聴器購入費助成を行ってい

る高齢者地域支援課や子どもへの教育の観点から、教育委員会等との連携をはじめ、

幅広い連携に努められたい。 

○「デフリンピック×〇〇」といった、様々なテーマと関連付けを行い、多角的な視点か

らデフリンピックを認知してもらう取組みに努められたい。 

○既存の関係を生かした、他自治体との連携に努められたい。 
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（参考）所管事務調査 実施状況 

 

実 施 日 調 査 内 容 

令和６年 ７月 ２日 所管事務調査項目決定 

令和６年 ９月２４日 「創業・スタートアップ支援について」調査・研究 

行政視察 

令和６年１０月２９日 

～ 

令和６年１０月３１日 

所管事務調査項目に関連し、下記項目を調査・研究 

 ・奈良県庁 

「Leap なら」奈良県女性の起業支援プロジェクトについて 

 ・広島県庁 

パラスポーツの普及啓発・推進について 

令和６年１１月２５日 「デフリンピックの啓発について」調査・研究 
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令和７年５月１２日 
品川区議会議長 
  渡辺 ゆういち 様 
 
                       厚生委員会 
                        委員長  松 永 よしひろ  
 
 

厚生委員会における所管事務調査の取組み状況について（報告） 

 
 厚生委員会では、所管事項の議案審査・報告事項の聴取のほかに、所管事務調査として、

「福祉人材確保・育成について」、「就労支援について」および「災害医療について」を   

調査･研究事項と決定し取組を進め、委員会活動の活性化を図ってまいりました。 

 これまでの所管事務調査の概要について、下記のとおりご報告いたします。 

 

【調査項目１：福祉人材確保・育成について】 

①事業の背景（課題）と目的 

 高齢者人口がピークを迎える２０４０年度に、都内では約２５万８０００人の介護 

職員が必要とされ、２０２２年度の１８万１,０００人と比べ７万７,０００人の増員が

必要と推計される一方、就労人口、生産年齢人口は減少していく。 

 既に区内介護サービス事業所は恒常的な人材不足に陥っている。そこで、今後の介護

ニーズの増加に対応できるよう、区内の介護サービス事業所における介護人材の確保・

定着を支援し、区内のサービス提供基盤を強固なものとすることを目的としている。 

 

②品川区の現状について 

・品川区の高齢者人口の推移と推計について 

2018 年度の約 8万 2000 人から徐々に増加をし、2040 年度には、1.2 倍余の約 10 万 

5000 人となることが想定されている。 

  ・区内５法人および全国平均における介護職員の離職率の推移について 

   全国平均の離職率は、2019 年度の 16.0％から減少傾向が続き、2023 年度は 13.60％

となっている。一方、区内５法人の離職率は、2019 年度の 8.74％から 2022 年度の

13.71％にまで増加傾向にあったが、2023 年度は 9.17％と減少した。なお、区内５

法人の離職率は、いずれの年度も全国平均を下回っている。 

 

 ③区における具体的な取り組みについて 

区では、第九期品川区介護保険事業計画の中で、介護・福祉職員の確保・育成と介護 

現場の生産性向上をプロジェクトの１つとして掲げている。 

【具体的取組】 

  ○採用時支 援：地方からの人材確保に係る経費の補助、人材紹介等を利用して職員 

を雇用した経費の補助 

資料No.２３
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  ○離 職 防 止：区独自の居住支援手当、介護施設等を希望する有償ボランティアと

人手を求める施設とのマッチング事業、特別養護老人ホーム等への

ＩＣＴ機器の設置経費の補助 

  ○住まいの支援：介護職員向けの低廉な家賃住宅の提供や家賃助成 

  ○多様な人材の登用：区内事業所に従事する外国人介護職員への低廉な家賃住宅の提供や 

家賃助成、実務者研修等の研修費補助、品川介護福祉専門学校の  

生徒への修学資金貸付制度の活用など 

 

〈委員の主な意見〉 

・外国人材については、言語の壁や資格取得に向けた学習支援など課題が多いため、 

区として支援策の検討を今後進めていただきたい。 

・区が主体となり、事業者と求人者を直接マッチングさせるような取り組みを検討し

ていただきたい。 

 

【調査項目２：就労支援について】 

①区の支援策の方向性について 

 働く意欲がある障害者が個性と能力を十分に発揮できるよう、多様な就労機会の確保

や就労支援の充実を図るとともに、就労継続できるよう支援する。また、福祉的就労希望

者の就労先確保のため、就労継続支援事業所を整備する等、福祉的就労の充実を図る。 

 

②品川区障害者就労支援センター「げんき品川」等の取り組みについて 

 げんき品川は、一般就労の機会の拡大と就労継続のため、５人のコーディネーターを

配置し、利用登録、就職準備、就職、職場定着と、それぞれの段階で就労面と生活面の 

支援を一体的に提供している。また、それぞれの支援に加え、企業の新規開拓、助言、 

相談も行っている。 

登録者数は年々増加しており、本年９月末時点の数字は４１３人、令和３年度と比較し、 

１００人以上増加している。 

 福祉ショップ「テルベ」では、イトーヨーカドーの協力により自主製品を販売する  

福祉ショップを運営委託している。また、障害者優先調達法に基づき、施設等から事務用

品等の物品やクリーニング等の役務を調達している。 

 

③新たな取り組みについて 

 ○超短時間雇用促進事業：長時間の就労が難しい障害者等へ、東京大学先端技術研究 

センターの超短時間雇用のスキームに基づき、事業を進め 

ている。また、「超短時間雇用促進窓口みっけ」という愛称 

をつけ、コーディネーターを配置した。 

 ○自 主 製 品 販 売 促 進：地域自立支援協議会就労支援部会による販売イベントを 

「輪の品マルシェ」と名づけ、区内の就労系施設が連携し、 

横のつながりを強化し、販売促進に取り組んでいる。 
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 ○重度障害者等就労支援特別事業： 重度障害者等に通勤や職場での移動・身体介護等の支援を 

行い、就労継続・雇用促進を図る。 

   

〈委員の主な意見〉 

・雇用までのマッチングについては、就労希望者がスムーズに就職できるよう、就労 

体制をさらに充実していただきたい。 

・超短時間雇用促進事業においては、今後さらに仕事内容の幅が広がるような取り組 

みとなるよう事業を進めていただきたい。 

 

【調査項目３：災害医療について】 

①災害時の体制について 

 発災時、健康推進部は保健衛生部として医療救護活動を行う。庁舎内に医療救護本部

を設置し、医師会、歯科医師会、薬剤師会、柔道整復師会、区内の病院等と連携を取りな

がら、緊急医療救護所や学校医療救護所を開設する。 

 発生直後からおおむね７２時間までの間、区内７か所の病院の門前などに緊急医療救

護所を設置し、トリアージや軽症者の治療等を行う。７２時間以降からおおむね１週間

までは、学校医療救護所を設置する。 

 品川区と大田区は区南部二次保健医療圏に属しているため、東邦大学医療センター 

大森病院と連携を特に行うところである。 

 

②緊急医療救護所および学校医療救護所について 

 緊急医療救護所、期間は発災から７２時間、いわゆる超急性期と言われているところ

である。目的としては、重症度に応じた適切かつ迅速な医療の提供をするために、多数の

傷病者に対するトリアージおよび軽症者の治療を実施し、中等症者、重症者に対する  

病院の診療機能を確保する。場所として、災害拠点病院など７か所の、主に病院敷地内、

近接地等に設置する。開設時間は２４時間とする。医療救護では、実際携わっていただく

医師会、歯科医師会、薬剤師会、柔道整復師会にお集まりいただくような形態である。 

 学校医療救護所、期間は７２時間後から１週間、一定程度収まって病院の機能も回復

しているというような時を想定しているものである。目的としては、地域住民に対する

医療機能の提供と、地域医療が完全に回復するまでの医療機能の確保である。加えて、 

避難生活の長期化による被災者の健康管理などを行う役目を持っている。場所として、

区内１３か所の学校避難所の保健室等となっており、いわゆる地域センターと同じ管轄

にそれぞれに１つあるという形である。開設時間は９時から１９時である。医療救護で

は緊急医療救護所と同様に４師会の方にご参加をいただく形となっている。 

   

〈委員の主な意見〉 

・災害時における夜間帯の看護師不足などに伴い、緊急医療救護所の状況などによる

設置時間の変更の対応など今後検討をしていただきたい。 

・災害時の診療先が区民にわかるよう、ポスターの掲示など周知内容を検討していた

だきたい。 
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（参考） 所管事務調査 実施状況 

 

実 施 日 調 査 内 容 

令 和 6 年 7 月 2 日 所管事務調査項目決定 

令和 6 年 11 月 6 日 「福祉人材確保・育成について」 調査・研究 

令和 6 年 11 月 26 日 「就労支援について」 調査・研究 

令和 7 年 1 月 20 日 「災害医療について」 調査・研究 
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令和７年５月１２日 
品川区議会議長 
  渡辺 ゆういち 様 
 
                       建 設 委 員 会 
                         委員長  塚本 よしひろ 
 
 

建設委員会における所管事務調査の取組み状況について（報告） 

 
 建設委員会では、所管事項の議案審査・報告事項の聴取のほかに、所管事務調査として、

「住宅に関することについて」、「地域交通政策に関することついて」および「しながわ水

族館のリニューアルについて」を調査･研究事項と決定し取組みを進め、委員会活動の活性

化を図ってまいりました。 

 これまでの所管事務調査の概要について、下記のとおりご報告いたします。 

 
 

１．住宅に関することについて 

居住支援事業について調査・研究を行った。 

理事者から、区内におけるセーフティネット住宅の登録状況、居住支援法人の指定状況、

入居促進事業等の現状の取り組みについて説明を受け、その後、委員より活発な質疑等が

行われた。 

 委員の主な意見として、「住宅部門と福祉部門が連携して具体的な支援を進めていただき

たい」、「居住サポート住宅が円滑に運用を開始できるよう国の動向を注視し、しっかりと

準備を進めていただきたい」などがあった。 
 

 

２．地域交通政策に関することについて 

 地域交通政策および電動モビリティの交通事故防止対策について、調査・研究を行った。 

 理事者から、地域交通政策として、区の交通の考え方と現状、コミュニティバスやＡIオ

ンデマンド交通、グリーンスローモビリティ等の地域交通サービスについて、電動モビリ

ティの交通事故防止対策として、電動モビリティの概要、現在の概要および交通事故防止

に向けた取組について説明を受け、その後、委員より活発な質疑等が行われた。 

 委員の主な意見として「福祉的な視点を含めて地域交通の充実を図っていただきたい」、

「電動モビリティの事業者等と連携して、交通安全対策を図っていただきたい」などがあ

った。 
 

資料No.２４
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３．しながわ水族館のリニューアルについて 

 しながわ水族館のリニューアルに向けた取組等について、調査・研究を行った。 

 理事者から、しながわ水族館のリニューアルの方向性が示され、品川区の歴史と文化を

発信する都市型観光拠点としてしながわ区民公園との一体的な魅力向上を図ること、イル

カの展示およびイルカショーの実施を終了すること、主な展示理念や建設・設計等のスケ

ジュールなどについて説明を受け、その後、委員より活発な質疑等が行われた。 

 委員の主な意見として「アクセスしづらいという課題を解決していただきたい。」「アク

アポニックスなどの環境学習に引き続き取り組んでいただきたい。」「『品川』らしさを表現

した展示を通じて、品川区の歴史と文化を発信していただきたい。」などがあった。 

 
 

 

（参考） 所管事務調査 実施状況 

 

実 施 日 調 査 内 容 

令和６年 ７月 ２日 所管事務調査項目決定 

令和６年１１月 ６日 「しながわ水族館のリニューアルについて」 調査・研究 

令和６年１１月２６日 「地域交通政策に関することについて」 調査・研究 

令和７年 １月２０日 「住宅に関することについて」 調査・研究 



  
 

      
            

           
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  
 

 
  

 
 

  
 

 
 

 
 

 
 

  
 

 
 

 

資料No.２５



  
 

 

 
 

 
  

 
  
  

 
 
 

 

 
 

 
  

 
    

 
    

 
 

 
 

   
 
 

 
 

 
 
 

 
 



  

 
 

 

 
  

  
  

 
 

 
  

 

 

 
 

 
 

 
 

 
  
  

 
  

  



 
 

 
 

 
  

 

 
 

 
  

 

 
 

 
 

 

 
 

 
  

 
  

 
  

 
 

  
 

 
  

 
 

 
 

 
 



  
  

     
 

 

 
  

 
   

 
 

 
 

 
 

   
 

 
  

 
 

 
   

 
 

  
 

  
 

 
 

 
 
 

  

 
  
 



  
  

  

 

 
 

 
 

 
  
 

 
  

 
  

 

       

     

    

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

    

   

    


